
表１ 公共施設の性質の見え方

選択的

民間参入可能性大

民間参入可能性小

義務的

温泉宿泊施設
（松代荘等）

ホワイトリング
（ｽﾎﾟｰﾂｱﾘｰﾅ）

社会体育館

障害児支援施設保育施設

消防署・
ごみ処理
施設・市役
所本庁舎小中学校

勤労青少年ﾎｰﾑ・
ｻﾝﾗｲﾌながの・

しなのき(ﾎｰﾙ以外）

AC

BD

ｽｷｰ・ｷｬﾝﾌﾟ場

保健所

駐車場

老人憩の家（浴場）

生涯学習
ｾﾝﾀｰ（貸室）

人権同和
教育集会所

高等学校

教職員住宅

市立公民館 隣保館

社会教育・生涯
学習・勤労・
文化芸術関係

保健福祉関係

行政施設関係

学校関係

その他

凡例

※民間等参入施設
は色塗

※集会所・ホール
機能を有する施
設は斜線

もんぜんぷら座

産業振興施設
（農業・地域振興関係）

その他
住宅

（特公賃・
定住等）

芸術館・
文化ﾎｰﾙ

老人福祉ｾﾝﾀｰ

ｴﾑｳｪｰﾌﾞ、
ﾋﾞｯｸﾞﾊｯﾄ

長野U
ｽﾀｼﾞｱﾑ

児童館・
児童ｾﾝﾀｰ

総合体育館
（東和田）

浄水場・
下水処理場

（地域公民館）

ｵﾘﾝﾋﾟｯｸ
ｽﾀｼﾞｱﾑ

母子生活支援施設

A1

A1…市民の生命、安全、
危機対応に関する施設

（必置施設）

B1…水道など市民生活
における基盤施設

（地方公営企業法適用）

D1

B2

B2…主に特定の状況
に置かれている市民
に対し提供する社会
福祉法第一種・二種
事業関係施設

C2…市が政策的に設
置し、個人等が選択的
に利用する施設だが、
市内事業者では提供で
きる可能性が低い施設

B1

市営住宅

C2

C1
交流ｾﾝﾀｰ

D2

D1.D2…市が政策的に設置し、
個人等が選択的に利用する施
設で、市内事業者でも類似施
設により提供している施設

C1…主に社会教育
目的で設置し、地域
での活用を想定し
ている施設
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分類 施設の主な性質 市の責任から見たストックの考え方
設置
優先度

A
（義務的・
民間不参入）

〇セーフティーネットの役割をもつ施設

〇住民に対し、公共として税負担により提供する責任
を負うもの

市として主に設置義務を負うものであり、目的実
現のために必要な量を確保

B
（義務的・
民間参入）

〇セーフティーネットの役割をもつ施設

〇民間事業者や公共団体が費用負担を求めつつ提供
するもの

民間等でカバーできない分野については、必要に
応じて市が確保

C
（選択的・
民間不参入）

〇個人の嗜好により選択されるサービスで、市場性が
見込めず、民間事業者が参入する可能性が低い施設

民間の参入状況や市民ニーズ、地域特性などを踏
まえ、必要な量を判断して確保

D
（選択的・
民間参入）

〇個人の嗜好により選択されるサービスで、民間事業
者での提供が想定される市場性のある施設

基本的に民間での提供を前提とし、最小限の量に
留める

公共施設の性質別分類、今後のストックの考え方

大

小
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学校教育関係

・社会体育館
・屋内運動場、ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰ

・公民館体育館

◆無料
◆地域性

◆民間類似施設あり

・小学校体育館
・中学校体育館

◆無料

◆地域性

・総合体育館
・ホワイトリング

◆有料

◆集客性

体育・運動や教室・講座利用から見て共通性のある施設

【考え方】 設置目的は異なっても、建物の形態などにより同様の利用ができるようなものは、共用化して幅広く利用することが重要

【課 題】 市全体の需要を勘案した上で、個々の将来的なストック量を検討していくことが必要

地域関係１

学習関係

・芸術館
・文化ホール(松代他）
・しなのきホール

◆有料
◆集客性

◆民間類似施設あり

・もんぜんぷら座
・生涯学習センター

（貸室）
◆有料

◆民間類似施設あり

・勤労青少年ホーム
・サンライフながの
・しなのき（ﾎｰﾙ以外）

◆有料
◆限定性

◆民間類似施設あり

・公民館、交流センター
・地域公民館（区管理）

◆無料

◆地域性

体育館グループ 集会施設グループ

選択的 義務的義務的 選択的

高高

民間参入可能性
低

民間参入可能性
低

大規模スポーツ関係

職域関係

・勤労青少年ホーム
・サンライフながの

◆有料
◆限定性

◆民間類似施設あり

・隣保館
・人権同和教育集会所

◆無料

◆地域性

地域関係２

地域関係 ホール関係

職域関係
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公共施設の施設縮減目標におけるストックとコストの考え方

施設面積

（ストック）

100

施設維持管理

改修費（コスト）

100

＝

施設面積

（ストック）

90

施設面積

（ストック）

100

縮減20%

施設維持管理

改修費（コスト）

80

①

ストックを減らさず、収入増、コスト縮減を図る

縮減20%

施設維持管理

改修費（コスト）

80

施設維持管理

改修費（コスト）

80

縮減10%

収入増10%

施設面積

（ストック）

80

・20年間で延床面積の20％の縮減を目指すという目標は、全国平均との比較の中で設定している指標

・持続的な財政運営を確保する上では、20％のコスト縮減が本来の目標

→コスト縮減のための方策を検討しながら、公共施設マネジメントを進めていく

②

ストック縮減幅以上にコスト縮減を図る

③

ストック縮減幅相当のコスト縮減を図る

施設縮減目標の趣旨

現 状
※現状（公共施設マネジメント指針

策定時のH27）を100とした場合

目 標
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